
加賀電⼦ 社⻑の⾨でございます。
平素は当社のIR活動にご⽀援、ご協⼒をいただきまして、誠にありがとうございます。

これより、2022年度上期の「経営トピックス」を、ご報告させていただきたいと思います。





先ずはじめに、昨年11⽉に公表いたしました「中期経営計画 2024」の営業利益⽬標の
⾒直しの件につきまして、ご報告いたします。

 本年3⽉の決算が「中期経営計画2024」で発表した営業利益を上回りました。 そこ
で、今上期の数字を⾒極めたうえでこの11⽉に⾒直し数字を発表すると申し上げていま
した。

 しかしながら、経営⽬標の数字は、来年5⽉の2023年3⽉期決算発表において、
2024年3⽉期業績予想とともに開⽰させていただくことに変更いたしました。

 変更の理由ですが、第1四半期、第2四半期と、計画⽐上振れで進捗している当社の
収益モメンタムは、まだ下期も続くことが⾒込まれますので、2023年3⽉期業績の最終
着地の利益⽔準を⾒極めたい、ということが第⼀の理由であります。

 第⼆は、スポット販売の解消、顧客の在庫調整など収益押し下げ圧⼒が懸念される
2024年3⽉期利益予想の精度を⾼めたい、ということであります。

このように、アップサイド、ダウンサイド両⾯のリスクをしっかりと⾒定めた上で、実現確度の
⾼い経営⽬標を皆さまにご報告させていただきたいと思います。



ここからは、「EMS事業の成⻑投資」につきまして、2件ご報告いたします。

⼀つ⽬は、マレーシアの新⼯場であります。

 既にプレスリリースを⾏いましたが、当社は2000年からマレーシアにおいて、電源製品や
衛⽣設備機器、⺠⽣機器向けに電装基板の⽣産を展開してきました。半導体不⾜や
サプライチェーンの混乱も解消に向かい、お客さまからの増産要望や新規の引合いが急
回復していることを受けて、⽼朽化してきた既存の⼯場建屋や設備を⼀新して、旺盛
な需要に対応できる体制を整えることにいたしました。10⽉末から量産を始めておりま
す。

 新⼯場は旧⼯場に⽐べて1.3倍の⾯積を確保し、最新鋭の設備で導⼊することで⽣
産品質や⽣産効率の⼀層の向上を図ります。既存のお客さまからの受注増に加えて、
アセアン地区での分散⽣産のニーズや現地ローカル企業からの新規案件の受注も視野
に、操業開始後5年内に売上⾼100億円を⽬指します。



もう⼀つ、トルコでも、来年6⽉の量産開始に向けて、新⼯場の建設を進めております。

 トルコでは、チェコ⼯場の分⼯場として2018年に投資を⾏い、以来、空調機器関連の
ユニット組⽴てをメインに⽣産を展開してきました。今回、その機能を拡張し、トルコでも
電装基板の実装にも対応できる体制を整えるため、新⼯場を建設することとしました。
欧州における現地⽣産・現地調達を強化するお客さまからのニーズに応えるとともに、ト
ルコを拠点にして、当社の基板実装の欧州オペレーション拡⼤を図ります。

 空調機器から⾞載関連や産業機器向けにも顧客基盤を拡げ、操業開始後5年内に
売上⾼50億円を⽬指します。



ここまでは「攻めの経営」のご説明でしたが、このスライドでは「守りの経営」についてご説明いた
します。
 いま、喫緊の経営課題の⼀つは、「在庫の削減」であります。世界的な半導体・電⼦

部品の供給不⾜、リードタイムの⻑期化、また国際物流網の混乱などを背景に、多くの
製造業が調達⽅針を⾒直し、この１~2年、部品在庫を積み上げてきました。

 当社も例外ではなく、部品販売ビジネスにおいては、お客さまからの先⾏発注、重複発
注に伴って物量を確保する必要があります。また、EMSビジネスにおいては、⼀部部材の
調達難に伴う仕掛品の増加やBCPと しての安全在庫の確保などが⽣じました。

 その結果、当期の期初在庫は1年前に⽐べて約250億円、この9⽉末在庫は期初に
⽐べて約80億円強増えております。これらの在庫はいずれもお客さまとは確注ベースで
すので、このまま滞留するような性格のものではありませんが、いずれにせよ、キャッシュ
化を急ぎます。

 回転⽇数の上昇は、この第2四半期でピークアウトしたものと認識しており、これから期
末の3⽉末に向けて、部品販売ビジネスは回転⽇数15⽇を⽬途に、EMSビジネスは
45⽇を⽬途に削減を進めます。

これらを実現することで、当期末の在庫⽔準は500億円以下、回転⽇数30⽇に正常化さ
せる⾒通しです。そして同時に、⾔うまでもなく、キャッシュが創出されることになります。



最後のスライド2枚は、サステナビリティ経営の観点から準備したものです。
まず、 「⼈的投資」ということで、ここにグラフを4点お⽰ししました。いずれも、今年の統合レ
ポートで開⽰した情報であります。

 「平均勤続年数」は⼤体15年前後で可もなく不可もなくですが、「離職率」は2％前後
であり、これはかなり低い⽅ではないかと思っています。

 「有給付与⽇数」は18⽇前後で平均並みですが、当社では、これとは別に「リフレッ
シュ休暇」を6⽇付与しており、ここにはカウントしておりません。また、「有給休暇取得
率」は55％前後ですが、労働省のデータによれば、卸売業・⼩売業の平均は48.6％
であり、それよりは⾼い⽔準にあります。

 「育児休暇」については、毎年20名前後が取得しており、ほぼ100％が職場復帰して
います。最近はようやく男性社員からも育児休暇取得者が出てきました。まだまだ少な
いので、社内報などを通じて啓蒙活動を進めているところであります。

 「平均年間給与」は、このところの業績拡⼤も追い⾵にして、毎年積極的に増やしており
ます。

当社の給与は業界ではトップクラスの⽔準だと認識しております。



給与の話が出ましたので、最後のスライドは「ステークホルダーへの利益分配・還元」ということ
で、２つデータをご紹介いたします。

 まず、「労働分配率」ですが、60％前後で推移しております。卸売業の平均が50％程
度と認識しておりますので、それを上回る⽔準であります。当社には、「⽉次給与」「定
期賞与」に加えて、業績連動の「期末賞与」というユニークな仕組みがあります。決算
が利益予想を上回って着地したときに⽀給します。

 ⼀⽅、株主の皆さまへの利益還元につきましても重要な経営課題として取り組んでおり
ます。ここに書かれた通り、当社の配当は、「普通配当」「特別配当」「記念配当」の3本
建てになっております。

 「普通配当」では安定・継続配当を重視し、「特別配当」は業績連動を重視しておりま
す。期初予想では先ず「普通配当」をお⽰しし、期中に利益予想の上⽅修正を⾏う、
或いは決算が最終的に利益予想を上回って着地するようなときには「特別配当」をお⽀
払いすることが慣例となっております。今回も、期初予想の150円に特別配当50円積
み増して、1株当たり200円に修正いたしました。

 このように、社員には「期末賞与」で、株主には「特別配当」で好業績にしっかり応える
というのが加賀電⼦流のステークホルダーへの利益分配・還元であります。

 「儲けは⼭分け」という創業者、塚本勲の創業来のポリシーに拠るものでありますが、
次代へつなぐ当社のDNAの⼀つとして、これからも⼤事にしていきたいと思っておりま
す。本⽇お集まりいただいた投資家の皆さんにも、是⾮とも、“⼭分け”の輪にご参加いた
だきたいと思います。



以上でわたしのご説明を終わります。本⽇は、ありがとうございました。


